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金沢市地区公民館就業規則モデル（案）R1.5.1 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この就業規則（以下「規則」という。）は、金沢市○○公民館（以下「公民館」

という。）の職員の労働条件、服務規律その他の就業に関する事項を定めるものであ

る。 

２ この規則に定めのない事項については、労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）その

他の法令の定めるところによる。 

 

 （遵守義務） 

第２条 館長及び職員は、この規則を遵守し、誠実にその義務を履行し、職場秩序の維

持に努めなければならない。 

 

 （職員の定義） 

第３条 この規則において、職員とは、第２章第１節の手続を経て公民館に採用された

者をいう。 

 

 （適用範囲） 

第４条 この規則は、第２章第１節に定める手続によって採用された職員に適用する。

ただし、臨時雇用職員等の就業に関し必要な事項は、別に定める。 

 

 （差別待遇の禁止） 

第５条 職員は、その信条、社会的身分及び性別を理由に、勤務条件において差別待遇

を受けることはない。 

 

 （公民権の行使） 

第６条 館長は、職員が勤務時間中に選挙権その他の公民権を行使し、義務を履行する

ために必要な時間を請求した場合は、これを与える。ただし、勤務の実情により、請

求された時刻を変更することがある。 

２ 公民権の行使に要する時間は、通常の勤務をしたものとする。  

 

 

第２章 人事 

 

第１節 採用 

 

 （採用） 

第７条 館長は、就職を希望する者の中から人物、経歴、技能、健康、その他必要な事

項を選考のうえ適当と認めた者を、教育委員会の許可を得て採用する。 
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（欠格条項） 

第８条 次の各号のいずれかに該当する者は、職員となり、又は選考を受けることができ

ない。 

(1) 成年被後見人及び被保佐人 

(2) 禁固以上の刑に処せられ、その執行を終えるまでの者又はその執行を受けることが

なくなるまでの者 

(3) 職員としてふさわしくないと認められる者 

  

（就職希望者） 

第９条 公民館に就職を希望する者は、次の書類を館長に提出し、又は提示しなければ

ならない。ただし、館長が特に指定した場合は、提出書類の一部を省略し、又は追加

することがある。 

(1) 自筆の履歴書（写真貼付） 

(2) 健康診断書（提出前３箇月以内に受診したものに限る。） 

(3) その他館長が特に必要と認める書類 

 

（採用者） 

第10条 職員に採用された者は、採用後２週間以内に次の書類を提出しなければならな

い。 

(1) 誓約書 

(2) 住民票記載事項の証明書 

(3) 住所届（略図添付、通勤方法記載） 

(4) 扶養家族届 

(5) 職歴のある者にあっては、基礎年金番号手帳及び雇用保険被保険者証 

(6) その他館長が特に必要と認める書類 

２ 前項の提出書類の記載事項に変更を生じたときは、速やかにその旨を書面により届け

出なければならない。 

 

（試用期間） 

第11条 新たに採用された職員は、採用後３箇月間を試みの採用期間（以下「試用期間」

という。）とし、この間に業務の遂行に関し不適当であると認められる者は、採用を

取り消すことがある。 

２ 試用期間は、勤続年数に通算する。 

 

（労働条件の明示） 

第12条 館長は、職員との労働契約の締結に関しては、採用時の賃金、就業場所、従

事する業務、労働時間、休日、その他の労働条件を明らかにするための労働条件通

知書及びこの規則を交付して労働条件を明示するものとする。 

 

第２節 休職及び復職 
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（休職） 

第13条 館長は、職員が次の事由に該当する場合は、休職を命ずる。 

区分 事由 期間 

私傷病休職 私的な傷病により欠勤が結核性疾患による場合にあ

っては療養を命ぜられた日から1年、その他の場合に

あっては90日（館長が定める疾病にあっては180日）

を超えたとき。 

６箇月 

事故休職 自己の都合により欠勤が１箇月を超えたとき。 １箇月 

公務休職 公職の就任により長期間就業できないとき。 １年 

起訴休職 刑事事件での起訴により長期間就業できないとき。

（休職の可否は、館長が協議のうえ決定する。） 

判決確定まで 

特別休職 館長が特別の事情により休職を認めたとき。 随時 

２ 前項の休職期間中に、館長が特別の事情により必要と認めたときは、復職又はその

期間の延長を命ずることがある。 

 

（復職） 

第14条 館長は、休職を命じた職員が次の事由に該当する場合は、復職を命ずる。 

区分 事由 

私傷病休職 医師の証明により館長が就業可能と認めたとき。 

事故休職 館長が休職事由の消滅を認めたとき。 

公務休職 休職事由が消滅したとき。 

起訴休職 判決により無罪が確定したとき。 

特別休職 必要な期間が満了したとき。 

 

 

第３章 服務規律 

 

（服務） 

第15条 職員は、この規則のほか公民館が定める諸規程を守り、業務上の指示命令に従

い、職務上の責任を重んじて業務に精励し、同僚互いに助け合い、館長の指示命令に

従い、職場秩序の維持に努めなければならない。 

２ 館長は、職員の人格を尊重し、適切にこれを指導し、率先してその職務を遂行しな

ければならない。 

 

（遵守事項） 

第16条 職員は、次の事項を守らなければならない。 

(1) 職務上の権限を超えた約定又は承諾など越権行為をしないこと。 

(2) 規定時刻を守り、勤務時間中館長の許可なく職場を離れないこと。 

(3) 館内の整理整頓に努め、火災盗難予防及び安全衛生事項の実施に努めること。 

(4) 館長の許可なく勤務時間中又は館内で労働組合活動又は政治活動を行わないこと。 
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(5) 遅刻、欠勤、早退をしないこと。やむを得ない場合は、事前に又は事後速やかに

館長に届け出ること。 

(6) 公民館の信用を傷つけ、又は名誉を損なう行為をしないこと。 

(7) 職務上の地位を利用して自己の利益を図らないこと。 

(8) 職務上の秘密事項又は公民館の不利益となることを外部に漏らさないこと。 

(9) 館長の許可なく在籍のまま他に就職しないこと。 

(10) 館内での窃盗、暴行、脅迫、賭博などの不法行為又は風紀秩序を乱す行為をしな

いこと。 

(11) 故意に業務能率を低下させ、他の職員の業務を妨害しないこと。 

(12) 館長の許可なく公民館の物品の目的外使用を行わないこと。 

(13) 公民館の自動車、機械器具その他の物品は大切に取り扱うとともに物資の節約に

努めること。 

 

（セクシャルハラスメントの禁止） 

第17条 職員は、相手方の望まない性的言動により、他の職員に不利益や不快感を与えた

り、就業環境を害するようなことをしてはならない。 

 

（個人情報管理義務） 

第18条 職員は、公民館の定めた個人情報管理規程を遵守するとともに、住民その他関係

者等の個人情報を正当な理由なしに開示し、利用目的を逸脱した取扱いをし、又は漏洩

してはならない。在職中はもとより、退職後においても同様とする。 

 

（遅刻、早退、欠勤等） 

第19条 職員は、出勤に当たっては、自ら出勤簿に署名しなければならない。 

２ 職員は、遅刻、早退若しくは欠勤をし、又は勤務時間中に私用で外出するときは、事

前に申し出て館長の許可を受けなければならない。ただし、やむを得ない理由で事前に

申し出ることができなかった場合は、事後に速やかに届け出なければならない。 

３ 傷病のため、欠勤が引き続き４日以上に及ぶときは、医師の診断書を添えなければな

らない。 

 

（休暇願） 

第20条 職員は、休暇を受けようとするときは、休暇願整理簿により、前日までに館長に

届け出て承認を得なければならない。 

２ 病気その他やむを得ない理由により、前項の規定による届出ができなかった場合は、

電話等により速やかに連絡しなければならない。 

３ 勤務を要しない日を除き、引き続き６日を超える休暇を受けようとする場合は、医師

の証明書その他勤務をしない事由を明らかにする書面を添えなければならない。 

 

 

第４章 勤務時間、休憩、休日及び休暇 

 

第１節 勤務時間、休憩、休日及び時間外勤務 
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（勤務時間及び休憩時間） 

第21条 勤務時間は、１箇月単位の変形労働時間制を採用し、次のとおりとし、１箇月

平均で１週38時間45分とする。 

２ １箇月平均で１週38時間45分を超える月は、前項の規定にかかわらず館長が指定す

る日の勤務時間を短縮するものとする。 

 

（休日） 

第22条 休日は、次のとおりとする。 

(1) 土曜日及び日曜日 

(2) 年末年始期間（12月29日から翌年の１月３日まで） 

(3) 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日 

(4) その他館長が指定する日 

 

（時間外労働、休日労働等） 

第23条 館長は、職務上必要があると認める場合は、職員に対し、第21条に規定する勤

務時間外に勤務すること又は週休日及び休日に勤務することを命ずることができる。 

 

（休日の振替） 

第24条 館長は、第22条の休日に勤務することを命じた場合は、あらかじめ、当該職員

に対し、当該休日を、当該職員の勤務すべき日に振り替えることができる。 

 

第２節 休暇等 

 

（年次有給休暇） 

第25条 年次有給休暇は、年次ごとに所定労働日の８割以上出勤した職員に対しては、毎

年４月１日を起算日として、次のとおり勤続年数に応じた日数の年次有給休暇を与え

る。 

年数 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年以上 

日数 10 11 12 14 16 18 20 

２ 前項の出勤の割合の算定については、次の各号に掲げる期間は、出勤したものとみ

なす。 

(1) 業務上の負傷、疾病による療養のための休業期間 

(2) 産前産後の休業期間 

(3) 年次有給休暇を取得した期間 

(4) 育児・介護休業法に基づく育児休業及び介護休業期間 

３ 第１項の規定にかかわらず、勤続２年以上の者で前１年を通じ欠勤日数が所定勤務

日数の２割を超える場合は、在職年数にかかわらず４日とする。 

曜日 始業 終業 休憩時間 

月曜日～金曜日 ９時 17時45分 12時00分～13時 

起算日 毎月１日 
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４ 年度の途中で採用された者の有給休暇の日数は、10日に発令以後の月数（１箇月に

満たない月は１箇月とする。）を12で除した数を乗じて得た日数以内とする。この場

合、その日数に１日未満の端数を生じたときは、0.5以上は１日とし、0.5未満は切り

捨てる。 

５ 年次有給休暇は、１日又は半日若しくは１時間を単位として与えることができる。こ

の場合において、時間を単位として与えた場合は、８時間をもって１日とする。 

６ 該当年の年次有給休暇に残日数がある場合は、その残日数（１日未満の端数があると

きは、これを切り捨てた日数)を、20日を限度として、翌年に繰り越すことができる。 

７ 年次有給休暇は、本人の請求があった時季に与えるものとする。ただし、業務の都合

によりやむを得ない場合には、他の時季に変更することがある。 

８ 第１項の規定により付与する年次有給休暇のうち５日を超える分については、労働基

準法第39条の規定に基づく労使協定により、取得する時季を指定することができる。 

９ 第１項又は第４項の規定により有給休暇を１０日以上与える職員に対しては、そのう

ちの５日について、職員の意見を聴取し、その意見を尊重した上で、時季を定めること

により与えるものとする。ただし、第７項及び前項の規定により有給休暇を与えた場合

においては、当該与えた有給休暇の日数（当該日数が５日を超える場合には、５日とす

る。）分については、時季を定めることにより与えることを要しない。 

 

（病気休暇） 

第26条 病気休暇の期間は、次の各号に掲げる負傷又は疾病の区分に応じ、当該各号に定

める期間とする。 

(1) 次号及び第３号に掲げる負傷又は疾病以外の負傷又は疾病 90日（館長が定める疾

病にあっては180日）の範囲内の期間 

(2) 結核性疾患（次号に掲げるものである場合を除く。） １年の範囲内の期間 

(3) 業務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病 必要と認められる

期間 

２ 病気休暇の単位は、１日とする。 

３ 病気休暇の日数が期間をもって定められた場合は、当該期間に、休日及び代休日を含

むものとする。 

 

（産前産後の休業） 

第27条 ６週間（多胎妊娠の場合は14週間）以内に出産する予定の女性職員から請求があ

ったときは、休業させる。 

２ 出産した女性職員は、８週間は休業させる。ただし、産後６週間を経過した職員から

請求があったときは、医師が支障がないと認めた業務に就かせることができる。 

 

（母性健康管理のための休暇等） 

第28条 妊娠中又は出産後１年を経過しない女性職員から、所定労働時間内に、母子保健

法（昭和40年法律第141条）に基づく保健指導又は健康診査を受けるために通院休暇の請

求があった場合は、次の範囲で休暇を与える。 

(1) 産前の場合 

妊娠23週まで……４週に１回 
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妊娠24週から35週まで……２週に１回 

妊娠36週から出産まで……１週に１回 

ただし、医師又は助産婦（以下「医師等」という。）がこれと異なる指示をしたと

きには、その指示により必要な時間 

(2) 産後（１年以内）の場合 

医師等の指示により必要な時間 

２ 妊娠中又は出産後１年を経過しない女性職員から、保健指導又は健康診査に基づき勤

務時間等について医師等の指導を受けた旨の申出があった場合は、次の措置を講ずるこ

ととする。 

(1) 妊娠中の通勤緩和 

通勤時の混雑を避けるよう指導された場合は、原則として１時間の勤務時間の短縮

又は１時間以内の時差出勤 

(2) 妊娠中の休憩の特例 

休憩時間について指導された場合は、適宜休憩時間の延長、休憩の回数の増加 

(3) 妊娠中又は出産後の諸症状に対応する措置 

妊娠又は出産に関する諸症状の発生又は発生のおそれがあるとして指導された場合

は、その指導事項を守ることができるようにするため作業の軽減、勤務時間の短縮、

休業等 

 

（育児時間等） 

第29条 １歳に満たない子を養育する女性職員から請求があったときは、休憩時間のほか

１日について２回、１回について30分の育児時間を与える。 

２ 生理日の就業が著しく困難な女性職員から請求があったときは、必要な期間休暇を与

える。 

 

（育児休業等） 

第30条 職員は、１歳（館長が別に定める特別の事情のある場合には１歳６箇月。以下同

じ。）に満たない子を養育するため必要があるときは、館長に申し出て育児休業をする

ことができる。 

２ ３歳に満たない子を養育するため必要があるときは、館長に申し出て育児短時間勤務

制度等の適用を受けることができる。 

３ 育児休業をし、又は育児短時間勤務制度等の適用を受けることができる職員の範囲そ

の他必要な事項については、館長が別に定める。 

 

（介護休業等） 

第31条 職員のうち必要のある者は、館長に申し出て介護休業をし、又は介護短時間勤務

制度等の適用を受けることができる。 

２ 介護休業をし、又は介護短時間勤務制度等の適用を受けることができる職員の範囲そ

の他必要な事項については、館長が別に定める。 

 

（看護休暇） 

第32条 小学校就学前の子を養育する職員は、館長に申し出ることにより、負傷し、又は
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疾病にかかった子の看護のために、一の年度に５日を限度とし、休暇を取得することが

できる。 

２ 看護休暇の適用を受けることができる職員の範囲その他必要な事項については、育児

規程による。 

 

（特別休暇） 

第33条 職員が次の事由により休暇を申請した場合は、次のとおり特別休暇を与える。 

(1) 本人が結婚したとき。 ７日 

(2) 妻が出産したとき。 ３日 

(3) 配偶者、子又は父母が死亡したとき。 ７日 

(4) 兄弟姉妹、祖父母、配偶者の父母又は兄弟姉妹が死亡したとき。 ○日 

(5) 職員の保健及び元気回復のため勤務しないことが相当であると認められるとき。 

３日を超えない範囲内で必要があると認められる期間 

(6) 地震、水害、火災その他の災害により職員の現住居が滅失し、又は損壊した場合で、

職員が当該住居の復旧作業等のため勤務しないことが相当であると認められるとき。 

７日の範囲内で必要があると認められる期間 

 

 

第５章 給 与 

 

（給与の種類） 

第34条 給与は、基本給、扶養手当、通勤手当、時間外勤務手当、休日勤務手当及び深

夜勤務手当とする。 

 

（最低額） 

第35条 給与の最低額は、石川県最低賃金又は産業別最低賃金を下回らないものとする。 

 

（締切日） 

第36条 給与は毎月末に締め切って計算する。ただし、日々雇い入れる者の給与はその

日に締め切って計算する。 

２ 期末手当及び退職金については、前項の規定を適用しない。 

 

（休暇等の賃金） 

第37条 第25条に定める年次有給休暇の期間は、所定労働時間労働したときに支払われる

通常の賃金を支給する。 

２ 第26条に定める病気休暇期間、第27条に定める産前産後の休業期間、第28条に定める

母性健康管理のための休暇等、第29条に定める育児時間等及び第33条に定める慶弔休暇

期間については、前項の賃金を支給する。 

３ 第30条に定める育児休業期間、第31条に定める介護休業期間及び第32条に定める看護

休暇期間については、無給とする｡ 

４ 休職期間中は、原則として無給とする。（○○箇月までは○○割を支給する。）。 
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（欠勤、中途採用等の扱い） 

第38条 職員が自己の都合により、欠勤、遅刻、早退等のため所定勤務時間の全部又は

一部を休業した場合は、基本給の一部からその休業した時間に対する給与を控除する。 

２ 前項の場合において、休業した時間の計算は、その月の締切期間の末日に合計し、

30分未満は切り捨てる。 

３ 給与締切期間の中途で採用し、又は退職した者のその月の締切期間における給与は、

勤務した時間に対して支給する。 

４ 一給与締切期間における給与の総額、期末手当又は退職金に10円未満の端数を生じ

た場合においては、10円に切り上げる。 

 

（支払日） 

第39条 給与は毎月21日（支払日が日曜日、土曜日又は休日に当たる場合は、その直前

の平日）に支払う。ただし、期末手当及び退職金の支払いについては、別に定めるとこ

ろによる。 

 

（非常時払） 

第40条 前条の規定にかかわらず、次に掲げる費用に充てるため職員が請求をした場合

は、給与支払日前であっても既往の勤務に対する給与を支給する。 

(1) 職員の出産、疾病及び災害 

(2) 職員の収入により生計を維持する者の出産又は災害 

(3) 職員又はその収入により生計を維持する者の結婚又は死亡 

(4) 職員又はその収入により生計を維持する者のやむを得ない理由による１週間以上

にわたる帰郷 

(5) 前各号のほか、やむを得ない事情があると館長が認めた場合 

 

（退職時払） 

第41条 職員が退職した場合で、本人又は遺族の請求があったときは、７日以内に給与

を支給する。 

  

（支払方法） 

第42条 給与は、通貨で直接本人にその全額を支払う。ただし、次に掲げるものは、支

払時に控除する。 

(1) 給与所得税 

(2) 健康保険料 

(3) 雇用保険料 

(4) 厚生年金保険料 

 

（基本給） 

第43条 給料は、金沢市公民館連合会給料表に基づき定める。 

２ 基本給は、常勤の職員にあっては月ごとに、その他の職員にあっては日額で支給す

る。 
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（扶養手当） 

第44条 主として職員の収入により生計を営む扶養家族がある場合には、次のとおり扶

養手当を支給する。 

扶養親族 金額 

配偶者（内縁を含む。） ○○円 

子 ○○円 

父母（養父母を含む。） ○○円 

※ 子については満18歳（金沢市は22歳）未満、父母については満60歳以上で館長が認

めた者 

 

（通勤手当） 

第45条 交通機関を利用して通勤する職員には、月額(日額)○○円を限度として通勤手

当を支給する。 

 

（時間給） 

第46条 時間外割増給与の基礎となる時間給は、次の算式により算出する。 

(1) 日によって定められた給与にあっては、時間給は、日によって定められた給与を

１日の所定勤務時間で除して得た額とする。 

(2) 月によって定められた給与にあっては、時間給は、月によって定められた給与を

１箇月の所定勤務時間で除して得た額とする。 

 

（休業手当） 

第47条 職員が業務上負傷し、又は疾病にかかり休職した場合は、休職した１日につき労

働基準法第12条に規定する平均給与の100分の60を支給する。 

 

（時間外勤務手当及び休日勤務手当） 

第48条 第23条に規定する時間外勤務及び第24条に規定する休日勤務において振替をし

なかった場合は、次により計算した時間外勤務手当又は休日勤務手当を支給する。 

(1) 勤務時間が８時間を超える部分 

時間給×1.25×時間外勤務時間数 

(2) 休日勤務の場合 

時間給×1.35×休日勤務時間数 

 

（深夜勤務手当） 

第49条 職員を午後10時から翌日の午前５時までの間に勤務させた場合は、次により計

算した深夜勤務手当を支給する。 

時間給×0.25×深夜勤務時間数 

 

（昇給） 

第50条 昇給は基本給について行うものとし、引き続き１年以上勤務し、出勤状況、勤

務成績の良好な者について行う。ただし、経済事情及びその他の事情によって昇給を行

わないことができる。 
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（期末手当） 

第51条 職員には、期末手当を支給することができる。 

２ 期末手当の支給日は、毎年６月30日及び12月10日（支給日が日曜日、土曜日又は休

日に当たる場合は、その直前の平日）とし、算定方法については、別に定める。 

３ 期末手当の額は、職員の勤務成績などを考慮して各人ごとに決定する。 

 

 

第６章 定年、退職及び解雇 

 

（退職） 

第52条 職員が次の各号のいずれかに該当するときは、その日を退職の日とし、職員と

しての身分を失う。 

(1) 死亡したとき。 

(2) 退職を願い出て館長に承認されたとき。 

(3) 休職期間が満了しても、なお休職事由が消滅しないとき。 

(4) 任用期間の定めがあって、その期間が満了したとき。 

２ 職員の定年は、次のとおりとし、定年に達した年度末に退職する。 

職員 定年 

公民館主事 満65歳  

公民館主事補 満○歳 

上記以外の職員 満○歳 

 

（退職手続） 

第53条 職員が前条第１項第２号に規定する退職をしようとするときは、原則として１

箇月前までに、少なくとも当該給与計算期間の前半までに退職願を提出しなければな

らない。 

２ 退職願を提出した者は、館長の承認があるまで引続き勤務しなければならない。た

だし、提出後14日を経過した場合はこの限りでない。 

 

（普通解雇） 

第54条 館長は、職員が次の各号のいずれかに該当するときは、解雇することができる。 

(1) 心身の障害又は老衰病弱により業務ができないと認められるとき。 

(2) 私傷病休職者の再発休職の場合で、回復の見込がなく職務に就業できないと認め

られたとき。 

(3) 技能が著しく劣り向上の見込みがなく、又は勤務成績が不良で職員として不適当

と認められたとき。 

(4) 公民館の業務に協力せず、誠実の精神が認められないとき。 

(5) 事業の縮少など、やむを得ない都合によって余剰人員を生じたとき。 

(6) 試用期間において、職員として不適当であると認められたとき。 

(7) 第68条に定める懲戒解雇事由に該当するとき。 

(8) その他前各号に準ずるやむを得ない事由があったとき。 
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（解雇制限） 

第55条 前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する期間は、解雇しない。 

(1) 業務上の傷病により療養のため休業する期間及びその後30日間。ただし、療養開

始後３年を経過するもなお治癒せず、労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）

による傷病補償年金を受けるに至った場合は、この限りでない。 

(2) 産前産後の女子が労働基準法第65条によって休業する期間及びその後30日間 

 

（解雇予告） 

第56条 第54条の規定に基づき解雇しようとするときは、30日前までの予告又は30日分

の平均給与の支給が必要である。なお、予告日数が30日に満たない場合は、その不足

日数分については、平均給与で支給する。ただし、やむを得ない事由のため事業継続

が不可能となった場合、懲戒解雇する場合又は試用期間中の者で採用後14日以内の場

合は、この限りでない。 

 

（証明） 

第57条 退職し、又は解雇された職員が、在職期間、在職時の地位、当該解雇の理由そ

の他について証明書の交付を願い出たときは、公民館は遅滞なくこれを交付する。 

  

（金品の返還） 

第58条 職員が退職し、又は解雇された場合で、権利者から請求があったときは、７日

以内に給与（退職金を除く。）を支払い、その他本人の権利に属する金品を返還する。 

 

（退職金） 

第59条 職員が退職したときは、別に定める規定により退職金を支給することができる。 

 

 

第７章 安全衛生及び災害補償 

 

（健康診断） 

第60条 館長は、毎年１回定期に職員の健康診断を行う。 

２ 館長は、新たに職員を採用するとき又は館長が必要であると認めるときは、臨時に健

康診断を行う。 

３ 職員は、前２項に規定する健康診断を受けることができない理由がある場合は、医師

の健康診断証明書を提出しなければならない。 

４ 館長は、健康診断の結果必要があると認める職員について、就業の制限、治療又は療

養の命令等必要な措置を講じなければならない。 

 

（厚生） 

第61条 館長は、職員の保健、元気回復その他厚生に関することに留意しなければならな

い。 
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（保険） 

第62条 館長は、職員については、政府管掌健康保険、厚生年金保険及び労働保険に加入

させるものとする。 

 

 

第８章 災害補償 

 

 （災害補償） 

第63条 職員の業務上及び通勤途上の災害に起因する補償は、労働者災害補償保険法に定

めるところによる。 

 

 

第９章 損害賠償 

 

 （損害賠償） 

第64条 館長は、職員が故意又は重大な過去によって公民館に損害を与えたときは、損害

の全部又は一部を賠償させることができる。 

 

 

第10章 研 修 

 

（研修） 

第65条 職員には、勤務能率の発揮及び増進のため、研修を受ける機会を与えるものとす

る。 

２ 前項の研修は、勤務とみなす。 

 

 

第11章 懲 戒 

 

（懲戒の目的） 

第66条 館長は、職場秩序を維持し、正常かつ円滑な業務の運営を図るため、服務規律

を乱した職員に対し懲戒を行う。 

 

（懲戒の内容） 

第67条 懲戒は、次の区分に従い行う。 

区分 内容 

けん責 始末書をとり、将来を戒める。 

減給 始末書をとり、１回について平均給与１日分の半額以内で、総額が一給与

支払期における給与総額の10分の１を超えない範囲で減給する。 

出勤停止 始末書をとり、７日以内の出勤を停止し、その期間中の給与は支給しない。 

懲戒解雇 即時解雇し、退職金の全額を支給しない。ただし、情状によりその一部を
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支給することがある。 

 

（懲戒の事由） 

第68条 職員が次の各号のいずれかに該当するときは、情状に応じ、けん責、減給又は出

勤停止とする。 

(1) 正当な理由なく無断欠勤○○日以上に及ぶとき。 

(2) 正当な理由なくしばしば欠勤、遅刻、早退するなど勤務を怠ったとき。 

(3) 過失により公民館に損害を与えたとき。 

(4) 素行不良で公民館の秩序又は風紀を乱したとき。 

(5) 第16条又は第17条に違反したとき。 

(6) その他この規則に違反し、又は前各号に準ずる不都合な行為があったとき。 

２ 職員が次の各号のいずれかに該当するときは、懲戒解雇する。この場合において、行

政官庁の認定を受けたときは、労働基準法第20条に規定する予告手当は、支給しない。

ただし、平素の服務態度その他情状によっては、第54条に定める普通解雇又は減給若し

くは出勤停止とすることがある。 

(1) 正当な理由なく無断欠勤○○日以上に及び、出勤の督促に応じないとき。 

(2) しばしば遅刻、早退又は欠勤を繰り返し、○回にわたって注意を受けても改めな

いとき。 

(3) 公民館内における窃盗、横領、傷害等刑法犯に該当する行為があったとき、又は

これらの行為が公民館外で行われた場合であっても、それが著しく公民館の名誉若し

くは信用を傷つけたとき。 

(4) 故意又は重大な過失により公民館に重大な損害を与えたとき。 

(5) 素行不良で著しく公民館内の秩序又は風紀を乱したとき。 

(6) 重大な経歴詐称をしたとき。 

(7) 第16条又は第17条に違反する重大な行為があったとき。 

(8) 正当な理由なくしばしば業務上の指示・命令に従わなかったとき。 

(9) 数回にわたり懲戒を受けたにもかかわらず、なお、勤務態度等に関し、改善の見

込みがないと認められたとき。 

(10) 相手方ののぞまない性的言動により、円滑な職務遂行を妨げたり、職場の環境を

悪化させ、又はその性的言動に対する相手方の対応によって、一定の不利益を与える

ような行為を行ったとき。 

(11) 許可なく職務以外の目的で公民館の施設、物品等を使用したとき。 

(12) 職務上の地位を利用して私利を図り、又は取引先等より不当な金品を受け、若し

くは求め、又は供応を受けたとき。 

(13) 私生活上の非違行為や公民館に対する誹謗中傷等によって公民館の名誉信用を傷

つけ、業務に重大な悪影響を及ぼすような行為があったとき。 

(14) 公民館の業務上重要な秘密を外部に漏らして公民館に損害を与え、又は業務の正

常な運営を阻害したとき。 

(15) 公民館に属するコンピューターのプログラム又はソフト等を他に持ち出したり、

又は漏洩し、公民館に害を与える行為をしたとき。 

(16) その他この規則に違反し、又は前各号に準ずる重大な行為があったとき。 

３ 前項の規定による職員の懲戒解雇に際し、当該職員から請求のあった場合は、懲戒解
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雇の理由を記載した証明書を交付する。 

 

（諭旨解雇） 

第69条 前条第２項に定める懲戒解雇事由がある場合で、本人に反省が認められるときは、

退職願を提出するよう勧告する。ただし、勧告に従わないときは、懲戒解雇する。 

 

（懲戒の決定） 

第70条 懲戒は、運営審議会に諮り、当該違反行為の動機、故意又は過失の程度、集団

の威力、暴力又は詐術使用の有無又はその程度、勤務成績及び当該行為後の態度など、

各種の情状を考慮して決定する。 

 

 

第11章 雑則 

 

（委任） 

第71条 この規定に定めるもののほか、職員の就業に関し必要な事項は、労働基準法及び

金沢市職員の例により館長が定める。 

 

 

附 則 

この規則は、令和元年 ５月 １日から施行する。 


